
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

 

２．資本構成 

【大株主の状況】

 

補足説明 

３．企業属性 

コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE OKAMOTO GLASS CO., LTD.

最終更新日：2015年12月24日

岡本硝子株式会社
代表取締役社長 岡本 毅

問合せ先：財務部長 風間 卓

証券コード：7746

http://www.ogc-jp.com/

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

当社は、法令を遵守し企業倫理を確立することの重要性を認識するとともに、継続的な企業成長を実現し長期的に株主価値を高めることを経営 

上の最重要課題と位置づけます。そのために、株主、取引先、地域社会、従業員等のステークホルダーと良好な関係を築き、経営の健全性、効 

率性、透明性を高め、意思決定の迅速化を図るために、コーポレート・ガバナンスを充実させていく所存であります。 

当社は、コーポレートガバナンス・コードの基本原則を全て実施しております。 

外国人株式保有比率 10%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

岡本興産有限会社 4,996,880 29.92

株式会社オハラ 1,500,000 8.98

有限会社オー・ジー・シー 1,066,400 6.39

岡本 毅 614,720 3.68

岡本硝子社員持株会 378,444 2.27

岡本 峻 263,952 1.58

田川 麻利子 246,356 1.48

株式会社みずほ銀行 140,000 0.84

日本証券金融株式会社 137,300 0.82

岡本 春枝 126,920 0.76

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

――― 

上場取引所及び市場区分 東京 JASDAQ

決算期 3 月

業種 精密機器

直前事業年度末における（連結）従業員
数

100人以上500人未満

直前事業年度における（連結）売上高 100億円未満



４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 

直前事業年度末における連結子会社数 10社未満

――― 

――― 



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

会社との関係(1) 

会社との関係(2) 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 7 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

中井 日出海 他の会社の出身者 ○

※ 会社との関係についての選択項目 

※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 

※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

中井 日出海 ○

中井氏は、平成24年から「日の出特許＆

技術コンサルタント事務所」を開設して弁

理士業務を営まれており、当社からも同

事務所に対して不定期に弁理士業務を委

託し、その報酬を支払っております。しか

しながら、その取引額は小さく、「主要な取

引先」には該当しないと判断いたします。

 中井氏は、長年にわたり当社とはつながりの

ないガラスメーカーに在籍され、またその後も

技術コンサルタントとして独立した活動をされ

ており、ガラス業界における幅広い知識及び経

験を有しておられます。その知識と経験を生か

して、当社とは独立した立場で客観的及び専

門的立場から取締役の職務を遂行していただ

けるものと考え、社外取締役として 

選任しております。 

＜独立役員として指定した理由＞ 

中井氏と当社との間には左記の他には利害関

係はなく、一般株主と利益相反のおそれがな

いため、独立役員として指定しております。



【監査役関係】 

監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

会社との関係(1) 

会社との関係(2) 

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 4 名

監査役の人数 3 名

当社の内部監査は、内部統制委員会が社内におけるリスクの分析・評価結果に基づき、監査方針及び監査計画を立案しております。内部統制委

員会の事務局である法務・コンプライアンス部と、監査役及び会計監査人は、都度、意見・情報の交換を行うことにより、効果的かつ効率的な監

査 

を実施するように努めております。 

常勤監査役は、内部統制委員会に出席し、必要な情報を得るとともに、意見を述べております。 

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

亀山 勝 その他

野本 昌城 弁護士

※ 会社との関係についての選択項目 

※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 

※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

亀山 勝 ○ ―――

長年にわたり金融機関に在籍され、またその 

後も経営コンサルタントとして活動されており、

経営に関する幅広い知識及び経験を当社の監

査に生かしていただくために社外監査役として

選任しております。 

＜独立役員として指定した理由＞ 

亀山氏と当社との間には特別の利害関係はな



【独立役員関係】 

その他独立役員に関する事項 

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明 

該当項目に関する補足説明 

【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明 

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】 

く、一般株主と利益相反のおそれがないため、

独立役員として指定しております。

野本 昌城 ○ ―――

弁護士として培われた法務に関する専門的な

知識及び経験を当社の監査に生かしていただ

くために社外監査役として選任しております。 

＜独立役員として指定した理由＞ 

野本氏と当社との間には特別の利害関係はな

く、一般株主と利益相反のおそれがないため、

独立役員として指定しております。

独立役員の人数 3 名

――― 

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

ストックオプション制度の導入

当社の業績向上に対する意欲や士気を高めることを目的とし当社の取締役に対し金銭の払込みを要することなく新株予約権を発行しておりま 

す。 

ストックオプションの付与対象者 社内取締役、社内監査役、社外監査役、従業員、子会社の取締役、子会社の従業員

当社の取締役、監査役、従業員等(当社の従業員及び子会社の従業員)に割当てるものとしております。 

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

取締役に対する報酬総額、監査役に対する報酬総額をそれぞれ開示しております。 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり

取締役の報酬は、固定報酬、賞与及びその他の報酬により構成されます。 

固定報酬（月額）は、各取締役の役職に応じ、当社経営環境、業績、他社水準等を考慮して、適切な水準で設定します。 

賞与は、業績及び期初に掲げた経営施策の達成度合い等を考慮して、適切な水準で設定します。 

その他の報酬として、ストックオプション等を付与します。ストックオプションは、各取締役の役職に応じ、当社経営環境及び株価の状況等を考慮 

して、適切な水準で設定し、金銭の払込みを要しない新株予約権を付与します。 

 

取締役の報酬限度額は、平成13年６月29日開催の定時株主総会で年額80,000千円以内と決議されており、個々の報酬（ストックオプションを除 

く。）はこの枠内で上記方針に従って取締役会において決定しております。 

また、当社は平成20年６月28日をもって役員退職慰労金制度を廃止しております。 

監査役の職務を補助すべき使用人は置いていませんが、必要に応じてコーポレートサービス本部（総務、経営企画、財務経理、法務担当） 

がサポートを行っております。また、取締役会の議案については事前に送付を行っており、その他、電子メールを利用して適宜、情報の交 



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要） 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

換を行っております。 

当社の取締役会は、取締役7名で構成され、業務執行上の最高意思決定機関として、法令及び定款に定められた事項や経営に関する重要事項 

を決定するとともに、業務執行の状況を監督するために、定例として月１回、臨時として重要案件が発生する都度開催しております。 

取締役候補の指名及び取締役の報酬決定については、取締役会において公正な審議の上、決定しております。 

代表取締役社長は、取締役会の議長であり、取締役会を統轄するとともに、取締役会の決議に基づいて当社業務の全般を執行し、執行役員 

を統轄管理しております。 

当社は監査役制度を採用しており、常勤監査役１名及び社外監査役２名が監査役会で定めた監査の方針、業務の分担等に従い、取締役会の 

意思決定の過程及び代表取締役社長の業務執行状況について監査しております。 

会計監査人には、新日本有限責任監査法人を選任しております。当社と同監査法人及びその業務執行社員との間には、特別な利害関係はあ 

りません。 

また、当社は内部統制委員会を設置し、内部統制システムの整備及び運用を推進しております。 

当社は、監査役設置会社の体制を採用しております。取締役の職務執行の監視につきましては、会社業務に精通した各社内取締役及び会社と

は独立した立場の社外取締役１名による相互牽制と、社外監査役２名を含む監査役の監査により十分に機能しております。会社規模に見合った

効率的な経営を行うことも考慮して、現状の体制を採用することが適切であると判断しております。 



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況 

２．ＩＲに関する活動状況 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

補足説明

集中日を回避した株主総会の設定 個人株主の参加に配慮し、開催日を土曜日に設定しております。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

決算短信、中間決算短信発表の日に機関投資家、マスコミ関係者向け決 

算説明会を開催しています。
あり

IR資料のホームページ掲載 アナリスト・機関投資家向け説明会資料をホームページに掲載しております。

IRに関する部署（担当者）の設置 ＩＲに関する業務は、経営企画室が担当しております。

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

グループ目標に掲げています。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施 本社及び高田工場でISO14001 の認証取得を受けています。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況 

当社は取締役会で、「内部統制システム構築の基本方針」を以下のように定めております。 

 

１ 業務運営の基本方針 

当社は、法令を遵守し企業倫理を確立することの重要性を認識すると共に、継続的な企業成長を実現し長期的に株主価値を高めることを、経営

上の最重要課題と位置づけます。そのために、株主、取引先、地域社会、従業員等のステークホルダーと良好な関係を築き、経営の健全性、効

率性、透明性を高め、意思決定の迅速化を図るために、コーポレート・ガバナンスを充実させていく所存であります。 

 

２ 取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

内部統制委員会を設置し、内部統制システム全般の構築及び推進を行います。法令及び定款への適合（コンプライアンス）については、コーポー

トサービス本部の法務・コンプライアンス部門が主管し、役職員教育等を行うこととしております。また、社外監査役により取締役の職務執行の適

法性を確保するための牽制を機能させます。 

 

３ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に対する体制 

取締役の職務の執行に係る文書その他の情報については、文書管理規程に従って保存及び管理を行います。 

 

４ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制 

内部統制委員会は、全社における損失の危機（リスク）について分析・検討し、その防止策を提言することとしております。内部監査部による内部

監査により内部統制システムの検証を行うと共に、リスクの早期発見に努めます。 

 

５ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

取締役会は、経営上の最高意思決定機関として、法令及び定款に定められた事項や経営に関する重要事項を決定すると共に、業務執行の状況

を監督するために、定例として月１回開催し、臨時として重要案件が発生する都度開催することとしております。代表取締役社長は取締役会の議

長であり、取締役会を統轄すると共に、取締役会の決議をもとに当社業務の全般を執行し執行役員を統轄管理いたします。 

 

６ 当社及びその子会社から成る企業集団（以下「当社グループ」という。）における業務の適正を確保するための体制 

ア 子会社の取締役等の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制 

当社は関係会社運営規程を定め、子会社が当社に報告すべき事項を定めます。子会社の取締役等は、文書によって又は当社グループの会議

において当該事項を報告いたします。 

イ 子会社の損失の危機の管理に関する規程その他の体制 

当社の内部統制委員会は、重要な子会社の者を委員に加え、当社グループ全体の損失の危機について損失の危機（リスク）について分析・検討

し、その防止策を提言いたします。 

ウ 子会社の取締役等の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 

当社は、子会社の事業内容や規模等に応じて、子会社の指揮命令系統、権限、意思決定等の方法を定め、その体制を構築するようにいたしま

す。 

エ 子会社の取締役等及び従業員の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 

当社グループとしての企業理念・行動指針・倫理規範を制定し、当社グループとして尊重すべき価値観を共有いたします。 

オ その他の当社グループにおける業務の適正を確保するための体制 

当社からグループ会社へ取締役又は監査役を派遣し、当社と同水準の管理体制を維持することとしております。また、監査役及び内部監査部

は、グループ会社を含めた監査を行います。 

 

７ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項 

監査役がその職務を補助すべき使用人（以下「補助使用人」という。）を置くことを求めた場合には、監査役と協議の上、適正に人員を配置いたし

ます。 

 

８ 前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項 

補助使用人の業務は監査役の指揮・命令にて行われるものとし、その人事異動・人事評価については監査役会の意見を尊重いたします。 

 

９ 監査役の職務を補助すべき使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 

当社は、補助使用人に関し、監査役の指揮・命令に従う旨を当社の取締役及び使用人に周知徹底いたします。 

 

１０ 監査役への報告に関する体制 

ア 当社の取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制 

取締役は監査役に次に定める事項を報告することとしています。 

「1) 毎月の経営状況として重要な事項、2) 会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事項、3) 内部監査状況及びリスク管理に関する重要な事項、

4) 重大な法令・定款違反、5) その他コンプライアンス上重要な事項」 

使用人は前記2) ないし5) に関する重大な事実を発見した場合は、監査役に直接報告できるものとします。監査役は、取締役会他重要な会議に

出席し、取締役等から職務の執行状況の報告を受けることができる体制をとります。 

イ 子会社の取締役、監査役及び使用人等が当社の監査役に報告をするための体制 

子会社の取締役、監査役及び使用人等が、当社グループに著しい損害を及ぼすおそれのある事実その他重要な事実を発見した場合は、当社の

監査役に直接報告できるものとします。 

 

１１ 監査役へ報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制 

当社は、監査役への報告を行った当社グループの取締役、監査役及び使用人等に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うこと

を禁止し、その旨を当社グループの取締役、監査役及び使用人等に周知徹底いたします。 

 

１２ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理に係

る方針に関する事項 

監査役がその職務の執行について、費用の前払い等の請求を行ったときは、当該費用が監査役の職務の執行に必要でないことが証明された場



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

合を除き、速やかに当該費用を処理するものといたします。 

 

１３ その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 

監査役は、取締役からの聴取、重要な決裁書類等の閲覧等により、取締役の業務執行の状況を監督すると共に、内部監査部及び会計士と連携

し、各部門の業務執行の状況も監査しております。また、代表取締役社長と監査役は定期的に懇談し、監査役制度の充実強化を図っておりま

す。また、監査役は会計監査人との意見・情報の交換を行うことにより、効果的効率的な監査を実施することに努めております。

１．基本的な考え方 

当社及び当社グループ会社は、反社会的勢力、組織及び団体に対して屈することなく、不当要求行為に対しては毅然とした対応を行い、一切の 

関係を排除することを基本方針としております。 

 

２．整備状況 

「岡本硝子グループ倫理規範」を定め、その中で反社会的勢力排除のための対応を定めております。また、警察・顧問弁護士等と連携を図り、反 

社会的勢力を排除する体制を整備しております。



Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明 

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

買収防衛策の導入の有無 あり

平成19 年６月27 日開催の当社第61 回定時株主総会において、当社の企業価値・株主共同の利益を確保・向上させることを目的として事前警告

型買収防衛策を導入し、平成20 年６月28 日開催の当社第62 回定時株主総会において、一部変更した上でその後も継続しております。 

本買収防衛策では、当社株式に対する大量取得行為が行われる場合に、買付者に対し、事前に買付行為に関する情報の提供を求め、当社が買

付行為についての評価・検討等を行う期間を確保した上で、株主の皆様に当社経営陣の意見や代替案を提示する、あるいは、買付者との交渉等

を行っていくための手続きを定めています。 

買付者が、これらの買付ルールに従わない場合及び買付ルールに従った大量買付行為であっても当社の企業価値・株主共同の利益を著しく損 

なうものであると認められる場合は、当社取締役会は、買付者による権利行使は認められないとの行使条件が付された新株予約権を、その時点

でのすべての株主に対し、無償で割当てます。 

なお、取締役会は、この新株予約権発行の決議に先立ち、特別委員会にその是非を諮問し、その勧告を最大限尊重いたします。特別委員会の

委 

員は、社外監査役、弁護士、税理士、公認会計士、学識経験者、投資銀行業務に精通している者及び他社の取締役又は執行役として経験のあ 

る社外者等から選任されるものとします。 

適時開示体制の概要 

 

(1) 適時開示の担当部署 

当社は、投資家に適時適切な会社情報の開示を行うことを基本姿勢とし、以下のとおり適時開示すべき情報を取り扱います。 

Ａ 情報開示担当役員はコーポレートサービス本部管掌役員としております。 

Ｂ 適時開示に係る情報はすべて開示委員会に集約・管理する体制を取っております。開示委員会は、情報開示担当役員を委員長とし、総務人 

事部、財務経理部、経営企画部等の中から委員を選任しております。 

Ｂ 当社の重要事実等大阪証券取引所が定める会社情報の適時開示については、情報開示担当役員の指揮の下に総務人事部が 

実行を担当しております。 

 

(2) 会社情報の適時開示に係る社内体制（情報の管理と適時開示に至る社内体制） 

Ａ 当社及び子会社において内部情報が発生した場合には、当社各部門の担当役員及び子会社の担当役員に情報は収集されます。 

Ｂ 報告を受けた各担当役員は、内部情報管理を徹底すると共に、直ちに開示委員会に報告を行います。 

Ｃ 開示委員会は、取締役会付議議案及び各部門から報告された情報を集約し、全社的管理を行います。定例的（毎月1回）及び必要に応じて随

時開催され、適時開示規則等に照らして、当該情報の重要性の判断及び適時開示情報に該当するか否かの検討を行います。検討した結果は社

長に報告します。 

 

(3) 東京証券取引所への適時開示 

情報開示担当役員は、開示委員会の検討結果に基づき、決定事実及び決算情報については取締役会承認後遅滞なく、また発生情報について

は 

発生後遅滞なく、総務人事部に適時開示を行うことを指示します。 

法務・コンプライアンス部は、情報開示担当役員の指示に基づいて、ＴＤｎｅｔを利用して適時開示を行います。 

 

以上の適時開示の流れは、別紙のとおりです。 
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＜別紙＞ 
適時開示に係る社内体制図 

 
 

（決定事実、決算情報）   （発生事実） 
 
 
 

報告等              報告等 
                       （情報の収集） 

社 内 各 部 門 ・ 子 会 社 

 
 
 
 
                    （情報の集約及び全社的管理） 
 
 
 
 
          上程 
                 決議     報告 
       出席 
 
 
 
 
 
 

監査役 取締役会 

社  長 

開 示 委 員 会 
重要性の判断及び適時開示情報に該当するか否かの検討 

 

顧問弁護士 

会計監査人 

社 内 各 部 門 ・ 子 会 社 の 担 当 役 員 

 
 
                              開示の指示 

情報開示担当役員 

法務・コンプライアンス部 
 
 
 
                                          適時開示（ＴＤｎｅｔ） 
 

東 京 証 券 取 引 所  
 
 
 


	
	tdzz.pdf
	ガバナンスの図-090603A
	�

	適時開示に係る体制図-140701




